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答申第１７２号（諮問第２２９号事案）  

 

答     申 

 

第１ 審査会の結論 

宮城県知事は，本件審査請求の対象となった部分開示決定について，別紙１

に掲げる部分については，開示すべきである。 

 

第２ 審査請求に至る経過 

１ 審査請求人は，平成３１年１月２１日，情報公開条例（平成１１年宮城県条例

第１０号。以下「条例」という。）第５条第１項の規定により，宮城県知事（以

下「実施機関」という。）に対し，「平成○○年○月○日及び平成○○年○月○日

の建築士法に関する相談記録」について，開示の請求（以下「本件開示請求」と

いう。）を行った。 

 

２ 実施機関は，本件開示請求に対応する行政文書（以下「本件行政文書」という。）

として次のものを特定した。 

（１）平成○○年○月○日建築士法に関する相談記録 

（２）平成○○年○月○日建築士法に関する相談記録 

  その上で，実施機関は，一部について開示をしない理由を次のとおり付して部

分開示決定（以下「本件処分」という。）を行い，平成３１年２月４日付けで審

査請求人に通知した。 

 

条例第８条第１項第２号該当 

対象行政文書には，氏名等，個人に関する情報が含まれており，特定の個人が

識別され，公開することにより，個人の権利利益が害されるおそれがあるため。  

 

条例第８条第１項第３号該当 

対象行政文書には，法人に関する情報が含まれており，公開することにより，

当該法人の権利，競争上の地位その他正当な利益が損なわれると認められるため。 

  

条例第８条第１項第７号該当 

対象行政文書には，県が建築士法（昭和２５年５月２４日法律第２０２号）に

基づき行う行政指導に関する情報が含まれており，公開することにより，当該事

務事業の公正もしくは円滑な執行に支障が生ずると認められるため。 
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３ 審査請求人は，平成３１年２月２０日，本件処分を不服として，行政不服審査 

法（平成２６年法律第６８号）第２条の規定により，実施機関に対し審査請求を

行った。 

 

第３ 審査請求人の主張要旨 

１ 審査請求の趣旨 

審査請求の趣旨は，開示請求した行政文書のすべての開示を求めるものである。 

 

２ 審査請求の理由 

審査請求人の主張する審査請求の理由は，審査請求書及び意見書において述べ

ている内容によると，おおむね次のとおりである。 

（１）本件開示請求は，○○○○○に関わった者らが県とどのようなやりとりを

していたかの情報を得たいとしてなされた請求であり，審査請求人の請求は，

予め個人が特定しており，また非開示となった業者らの特定を云々するまで

もなく，既に特定されている。しかも，県は，日頃から当該事業の公正もし

くは円滑な執行を行っており，同執行内容は単なる事業として県民が知る権

利を有しているのだから，なんら情報公開条例に反するものではない。 

   よって，本件審査請求に係る処分は，下記のとおり違法不当である。 

   イ 本件行政文書の開示によって，個人の権利利益が害される恐れはなく，

条例第８条第１項第２号に該当しない。 

   ロ 本件行政文書の開示によって，法人又は事業を営む個人の権利，競争

上の地位その他正当な利益を害するおそれ，及び，相手方との交渉に大

きな影響を与え，事業の適正な執行に支障を及ぼすおそれがあるとは認

められず，条例第８条第１項第３号には該当しない。 

   ハ 本件行政文書の開示によって，県が当該事業の公正もしくは円滑な執

行に支障が生じると認められず，条例第８条第 1項第７号に該当しない。 

（２）審査請求人の発言については，黒塗りにしないでほしい。 

（３）実施機関では，「一般的に施工者のミスであると言える」と言っていたが， 

監理者が違法な指示を行っていた資料が出てきた。虚偽の報告を行っており， 

悪質である。 

（４） 設計・監理者が建築基準法に違反した指示，監理を行っていた資料があり，

各法律が守られていないことは明白である。 

 

第４ 実施機関の説明要旨 

実施機関が弁明書において述べている内容は，おおむね次のとおりである。 

１ 条例第８条第１項第２号該当性について 
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対象行政文書には，氏名，住所，携帯電話番号等が記載されており，これらは 

個人に関する情報で，特定の個人が識別され，又は識別され得るものであり，条

例第８条第１項第２号に該当するため非開示とした。 

 審査請求人の「非開示とされた情報については，既に個人が特定されている」

との主張については，情報公開制度は，情報公開条例第４条で「何人も，この条

例の定めるところにより，実施機関に対し，行政文書の開示を請求することがで

きる。」と規定されており，開示請求者が誰であるかを考慮しないものであるから，

審査請求人の個別的事情は上記判断に影響しない。 

 

 ２ 条例第８条第１項第３号該当性について 

   対象行政文書には，審査請求人が，建築基準法違反の瑕疵がある建築物として， 

  その売主，施工業者，監理建築士を被告として○○地裁に○○○○訴訟を提起し 

ている○○○○○について，実施機関の職員に行った建築士法に関する相談の記 

録が記載されており，これらは法人に関する情報で，公開することにより当該法 

人の社会的評価を損ない，当該法人の権利，競争上の地位その他正当な利益が損 

なわれると認められることから，条例第８条第１項第３号に該当するため非開示 

とした。 

   審査請求人の「非開示とされた情報については，既に業者が特定されている」 

との主張については，情報公開制度は，開示請求者が誰であるかを考慮しないも 

のであるから，審査請求人の個別的事情は上記判断に影響しない。 

 

 ３ 条例第８条第１項第７号該当性について 

   対象行政文書には，県が建築士法に基づき行った立ち入り検査，事情聴取及び 

行政指導に関する情報が記載されており，これらを公開することで，今後，同種 

の事例で，事業者が自らに不利益な情報が公開されることを憂慮し，事実をあり 

のままに報告しない，回答を控えたりするなど，建築士法の適正な執行のために 

必要な情報が得られなくなることにより，将来の同種の事務事業の目的が達成で 

きなくなり，又はこれらの事務事業の公正若しくは円滑な執行に支障が生ずると 

認められることから，条例第８条第１項第７号に該当するため非開示とした。 

審査請求人の「県は，日頃から，当該事業の公正若しくは円滑な執行を行っ 

ており，同執行内容は単なる事実として県民が知る権利を有している」との主張 

については，対象行政文書に記載されている事実が公開された場合，上記のよう 

に条例第８条第１項第７号に該当するため非開示とした。 

 

第５ 審査会の判断理由 

１ 条例の基本的な考え方について 
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条例は，「地方自治の本旨にのっとり，県民の知る権利を尊重し，行政文書の開

示を請求する権利」を明らかにすることにより，「県政運営の透明性の一層の向上

を図り，もって県の有するその諸活動を説明する責務が全うされるようにすると

ともに，県民による県政の監視と参加の充実を推進し，及び県政に対する県民の

理解と信頼を確保し，公正で開かれた県政の発展に寄与することを目的」として

制定されたものであり，原則公開の理念の下に解釈され，及び運用されなければ

ならない。 

当審査会は，この原則公開の理念に立って，条例を解釈し，以下のとおり判断

するものである。 

 

 ２ 本件行政文書について 

審議の対象となる本件行政文書については，第２の２のとおりである。当審査

会では，実施機関から本件行政文書の提供を受け，これをインカメラ審理によっ

て実際に見分し，その非開示情報該当性を検討する。 

 

 ３ 本件処分の妥当性について 

  （１）審査請求人への開示決定等について 

     本件開示請求は，審査請求者本人が関わる情報についての行政文書の開示

請求であるが，条例は広く何人に対しても請求を認めている。したがって，

行政文書の開示の可否の判断に当たっては，当該情報が請求者本人に関する

情報であるか否かにかかわらず客観的な基準をもって判断すべきものであり，

開示請求者が誰であるかは考慮すべきものではなく,当審査会は，本件処分 

に係る条例上の非開示理由について判断を行うものである。 

 

  （２）条例第８条第１項第２号の該当性について 

イ 条例第８条第１項第２号の規定について 

条例第８条第１項第２号は，「個人に関する情報（事業を営む個人の当該

事業に関する情報を除く。）であって，特定の個人が識別され，若しくは識

別され得るもの又は特定の個人を識別することはできないが，公開するこ

とにより，なお個人の権利利益が害されるおそれがあるもの」を非開示事

由として規定しているが，同号ただし書により，次に掲げる情報が記録さ

れている行政文書については，同号本文に該当する場合であっても，行政

文書の開示をしなければならない。 

（イ）法令の規定により又は慣行として公開され，又は公開することが予

定されている情報 

（ロ）当該個人が公務員等（国家公務員法（昭和２２年法律第１２０号)
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第２条第１項に規定する国家公務員（独立行政法人通則法（平成１１

年法律第１０３号）第２条第４項に規定する行政執行法人の役員及び

職員を除く。），独立行政法人等（独立行政法人等の保有する情報の公

開に関する法律（平成１３年法律第１４０号）第２条第１項に規定す

る独立行政法人等をいう。）の役員及び職員，地方公務員法(昭和２５

年法律第２６１号)第２条に規定する地方公務員並びに地方独立行政

法人及び公社の役員及び職員をいう。）である場合において，当該情報

がその職務の遂行に係る情報であるときは，当該情報のうち，当該公

務員等の職，氏名及び当該職務遂行の内容に係る部分 

ロ 条例第８条第１項第２号の該当性について 

      本件行政文書には，○○○○○の管理組合代表者個人の連絡先及び建築 

士事務所協会職員の氏名が記録されており，特定の個人が識別され，若し 

くは識別され得るものと認められることから，条例第８条第１項第２号に 

該当するとして非開示とした実施機関の判断は妥当である。 

     

（３）条例第８条第１項第３号の該当性について 

  イ 条例第８条第１項第３号の規定について 

条例第８条第１項第３号本文は，「法人その他の団体（国，独立行政法人

等，地方公共団体，地方独立行政法人及び公社を除く。以下「法人等」と

いう。）に関する情報又は事業を営む個人の当該事業に関する情報であって，

公開することにより，当該法人等又は当該個人の権利，競争上の地位その

他正当な利益が損なわれると認められるもの」を非開示事由として規定し

ている。 

ロ 条例第８条第１項第３号の該当性について 

  本件行政文書は，○○○○○に係るトラブルについての相談及び調査に

ついての記録であり，○○○○○の建築に関係した事業者の名称又は○○

○○○の名称等から特定の事業者が推測される情報が記録されている。 

    これらの情報が公開されると建物の欠陥に関する苦情を受けた事業者又

はその関係者であることが明らかとなり，事業者が不適正処理に関与した

者であると疑われ，社会的評価や社会的活動の自由等が損なわれると認め

られることから，条例第８条第１項第３号に該当するとして非開示とした

実施機関の判断は妥当である。 

    ただし，別紙１に掲げる（１）平成○○年○月○日建築士法に関する相

談記録中の「概要」欄，（２）平成○○年○月○日建築士法に関する相談記

録中の「来課者」欄，「経緯」欄及び「当課からの説明（宅建業法に係る部

分）」欄の該当部分については，特定の事業者が推測される情報とは言えず，
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事業者の権利，競争上の地位その他正当な利益が損なわれるとまでは認め

られないことから，条例第８条第１項第３号に該当せず，開示することが

妥当である。 

     

  （４）条例第８条第１項第７号の該当性について 

    イ 条例第８条第１項第７号の規定について 

      条例第８条第１項第７号は，「県の機関，県が設立した地方独立行政法人， 

公社又は国等の機関が行う検査，監査，取締り，争訟，交渉，渉外，入札， 

試験その他の事務事業に関する情報であって，当該事務事業の性質上，公

開することにより，当該事務事業若しくは将来の同種の事務事業の目的が

達成できなくなり，又はこれらの事務事業の公正若しくは円滑な執行に支

障が生ずると認められるもの」を非開示事由として規定している。 

ロ 条例第８条第１項第７号の該当性について 

        本件行政文書には，実施機関による関係者への聞き取りと説明及び当該

相談に係る建築士法上の具体的評価に関する情報が記録されている。 

これらの情報が公開されると事業者が調査に協力することに消極的にな

り事実をありのままに報告することをためらったり，資料の提出を拒んだ

りするなどして，実施機関が必要な情報が得られなくなることや，実施機

関が具体的な事案について処分を行う際に，どのような行為を行ったらど

の程度の処分を行うのか，いかなる事情や要素を勘案して最終的な判断に

至るのかなどが推知されることになり，事務事業の公正若しくは円滑な執

行に支障が生ずると認められることから，条例第８条第１項第７号に該当

するとして非開示とした実施機関の判断は妥当である。 

ただし，別紙１に掲げる（１）平成○○年○月○日建築士法に関する相

談記録中の「その後の動き」欄の該当部分については，関係者間の信頼関

係を損ない今後の同種の事務事業の目的が達成できなくなり，又はこれら

の事務事業の公正若しくは円滑な執行に支障が生ずるとは認められないこ

とから，条例第８条第１項第７号に該当せず，開示することが妥当である。 

 

   （５）審査請求人は，その他種々主張するが，いずれも当審査会の上記判断に 

影響するものではない。 

 

 ４ 結論 

以上のとおり，本件処分のうち，実施機関が非開示と判断した情報について，

当審査会は，別紙１に掲げる部分は，開示すべきであると判断した。 
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第６ 審査の経過 

当審査会の処理経過は，別紙２のとおりである。 
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別紙１ 

本件行政文書 ページ 
開示すべき部分 

（条例第８条第１項第３号に非該当） 

（１）平成○○年○月○日建

築士法に関する相談記録 
１ページ 

「概要」欄中 

4行目 14文字目から 18文字目まで 

（２）平成○○年○月○日 

建築士法に関する相談記録 

１ページ 

「来課者」欄中 

3行目 1文字目から 3文字目まで 

「経緯」欄中 

2行目 1文字目から 5文字目まで 

5行目 25文字目から 31文字目まで 

３ページ 

「当課からの説明（宅建業法に係る部分）」

欄中 

3行目 8文字目から 4行目 5文字目まで 

5行目 1文字目から 6行目の終わりまで 

 

本件行政文書 ページ 
開示すべき部分 

（条例第８条第１項第７号に非該当） 

（１）平成○○年○月○日建

築士法に関する相談記録 
１ページ 

「その後の動き」欄中 

1行目 9文字目から 13文字目まで 

2行目 1文字目から 3文字目まで 

2行目 31文字目から 3行目の終わりまで 

12 行目 1文字目から 3文字目まで 

 

  （注） 

１ 本件行政文書欄に掲げる番号は，第２の２に掲げる番号と同一のものである。 

２ ページ数とは，第２の２に掲げる本件行政文書ごとに１枚目から順次ページを振

ったものである。 

３ ○行目とは，表題が記載されている行から表題を１行目として，順次数え上げた

ものである。 

４ ○文字目とは，１行中に記載された文字を左詰めにした場合，一番左の文字を１

文字目として順次数え上げたものである。なお，句読点，文頭の記号等及び括弧は

それぞれ１文字とみなし，空白は除いている。 
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別紙２ 

審 査 会 の 処 理 経 過 

 

年  月  日 処 理 内 容 

平成３１． ３．１３ 〇 諮問を受けた。（諮問第２２９号） 

令和 元． ９．２７ 
（第３９５回審査会） 

○ 事案の審議を行った。 

令和 元．１０．２８ 
（第３９６回審査会） 

○ 事案の審議を行った。 

令和 元．１１．１８ 
（第３９７回審査会） 

○ 事案の審議を行った。 

令和 元．１２．２３ 
（第３９８回審査会） 

○ 事案の審議を行った。 
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（参考） 

宮城県情報公開審査会委員名簿（五十音順） 

 

     （令和２年２月１２日現在） 

氏   名 区   分 備   考 

青 木 ユ カ リ 

特定非営利活動法人 

せんだい・みやぎＮＰＯセンター 

常務理事兼事務局長 
 

蘆 立 順 美 東北大学大学院法学研究科教授 会長職務代理者 

板  明 果 宮城大学事業構想学群講師 
 

十 河  弘 弁護士 会長 

松 尾  大 弁護士  

 

 


